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ガバナンス /  Governance

経営体制

考え方

当社は、企業価値の最大化にはコーポレート・ガバナンスを有効に機能することが重要な経営課題であると認識し
ています。このため、経営環境の変化に対する迅速かつ的確な判断が可能な健全で透明性の高いマネジメント体
制の実現に取り組んでいます。また、内部統制とリスクマネジメントシステムを適切に運用し、有効に機能させるこ
とにより、企業経営の健全性・透明性の向上を図っています。

内部統制システムを
含むコーポレート・
ガバナンス体制

コーポレート・
ガバナンスに関する
報告書

コーポレート・ガバナンスに関する報告書（2024年7月12日付）
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/esg/governance/system.html#anc_report

取締役会

当社および当社グループ会社の経営方針、経営戦略、事業計画、その他経営に関する重要事項および法令・定款・
取締役会規則で定められた事項につき審議、意思決定を行うとともに、取締役および執行役員の職務の執行を監
督しています。

議長

代表取締役社長
馬場 高一

構成員（第55回定時株主総会後）

取締役13名
うち、社外取締役6名

2023年度開催回数

13回

コーポレート・ガバナンス

当社の経営体制は、取締役会、監査役会を中心に構成されています。また、経営戦略決定の迅速化と監督体制・業務
執行体制のさらなる強化を目的として執行役員制度を導入しています。
なお、取締役13名のうち、女性取締役の選任は2名、執行役員23名のうち、女性執行役員の登用は1名です。

（2024年6月24日現在）

内部統制システムを含むコーポレート・ガバナンス体制（2024年6月24日現在）
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経営会議

業務執行に関する特に重要な事項を審議し、当社グループ全体の意思決定を行っています。

監査役会

定期的に開催され監査の独立性を確保のうえ、取締役および執行役員の職務執行をはじめ企業活動の適法・妥
当性について公正な監督機能の徹底に努めています。

案件審査会議

当社および当社グループ会社における大口の営業取引および複雑なリスク判断が要求される営業取引について
審議を行い、当該取引に対する当社の意思決定を行っています。

各種委員会

議長

常勤監査役
天本 勝也

構成員（第55回定時株主総会後）

監査役4名
うち、社外監査役2名

2023年度開催回数

8回

議長

代表取締役社長
馬場 高一

構成員

計7名

2023年度開催回数

原則週1回

議長

執行役員
坪井 聖司

構成員

計9名

2023年度開催回数

原則週1回

名称

指名委員会

目的

取締役会の諮問機関として、独立取締役を主要な構成員とし、取締役・監査役候補等の指名等
に関する事項について協議を行い、取締役会に答申

2023年度
開催回数

4回

報酬委員会 取締役会の諮問機関として、独立取締役を主要な構成員とし、取締役等の報酬制度の設定、
方針等に関する事項について協議を行い、取締役会に答申

5回

内部統制委員会 内部統制を有効に機能させるため、財務報告内部統制の有効性評価や評価範囲など内部統制
全般について審議を行い、経営会議に答申

4回

総合リスク管理委員会 リスク管理体制の構築から各種リスクの計量手法などについて審議を行うとともに、当社のリスク
状況について定期的に計測し、経営会議に答申

4回

信用リスク管理委員会 当社グループ全体のクレジットポートフォリオや信用リスクの管理に関する事項について審議
を行い、経営会議に答申

2回

ALM委員会 資産・負債が金利や為替などの変動により被るリスクを把握し、極小化するために、市場リスク、
流動性リスク等の管理に関する事項について審議を行い、経営会議に答申

4回

IT・事務戦略委員会 当社および当社グループのIT戦略、IT投資計画、事務体制の企画等に関する事項について
審議を行い、経営会議に答申

5回

サステナビリティ委員会 当社グループの持続可能な企業活動（サステナビリティ）の企画・推進・総括をし、サステナビリ
ティの重要事項について審議を行い、経営会議に答申。重要なものは取締役会へ報告

3回

投資マネジメント委員会 適切な投資リスクマネジメントを行うため、投資に係る管理態勢の構築・運営および大口の投資
案件の評価に関する事項について審議を行い、経営会議に答申

8回



取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を、独立社外取締役を主要な構成員とする報酬委員会
に諮問し、外部専門家の助言も受けた上で、取締役会で決議する形で決定しております。報酬の方針・制度・水準
等については、報酬委員会に原案を諮問し、その答申を尊重して、取締役会が決定いたします。
当社は、2024年６月24日開催の第55回定時株主総会において、役員報酬制度を改定し、新たな業績連動型株
式報酬制度を導入することを決議いたしました。新制度は取締役等の報酬と当社の業績及び株式価値との連動
性をより明確にし、取締役等が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有する
ことで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的とするもので、2024年度
の業績に基づく業績連動報酬から新制度へ移行しました。また、当社の報酬委員会から、本制度の目的、中長期的
な業績向上に向けたインセンティブ付与の効果等を踏まえ、本制度の導入は相当であるとの答申を得ております。
役員報酬制度の改定および新たな業績連動型株式報酬制度導入にともない、取締役の個人別の報酬等の内容に
係る決定方針を次ページのとおり変更いたしました。
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取締役の
スキルマトリックス

役員報酬

取締役のスキルマトリックス（2024年6月24日現在）

※詳細は統合レポート2024の85ページをご参照
　https://www.tokyocentury.co.jp/jp/ir/library/pdf/2024_jp_integrated-report.pdf#page=44
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役員報酬

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（概要）※１

※1.  上記表の詳細な説明は、第55期 有価証券報告書63ページをご参照
　　  https://ssl4.eir-parts.net/doc/8439/yuho_pdf/S100TQ8K/00.pdf#page=63
※2.  社外取締役は基本報酬のみ
※3.  「中期経営計画2027」を反映した業績連動報酬の評価指標

（1） 金銭報酬（役員賞与）
　  【評価指標】（財務）親会社株主に帰属する当期純利益（指標選定の理由：成長に向けた投資や株主還元の原資となる指標）

（2） 非金銭報酬（株式報酬）
　  【評価指標】（財務）連結ROA・連結ROE（指標選定の理由：資産収益性及び資本効率を評価する指標）
　  【評価指標】（非財務）TCX（TC Transformation）の取り組み＜ESGの推進・価値創造プロセス＞
　  　　　　　（指標選定の理由：価値を創造し続ける企業グループに向けた変革等を評価する指標）
　  【評価指標】（市場評価）当社株式成長率（指標選定の理由：中長期的な企業価値向上を株主と共有する指標）

※4.  非金銭報酬の株式報酬は、取締役退任後当社が定める所定の時期までの間、譲渡等による処分を制限し、
　　  一定の非違行為等があった場合、減額が可能な仕組みとします。

※3

※2

※4

なお、取締役の個人別の報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内容につい
て委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額及び各取締役の業績連動報酬の額と
します。取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、独立社外取締役を主要な構
成員とする報酬委員会に原案を諮問し答申を得るものとし、上記の委任を受けた代表取締役社長は、当該答
申や外部専門家からの助言、第三者による報酬水準の調査データ等も参考にしつつ、決定します。
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取締役会の議題、
実効性評価・
課題および役員の
トレーニング

＜2023年度の取締役会における主な議題＞
当社取締役会における2023年度の主な議題は統合レポート2024の82ページをご参照
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/ir/library/pdf/2024_jp_integrated-report.pdf#page=43

取締役会の実効性評価と課題
取締役会の諮問機関として、独立社外取締役・監査役を主要な構成員とする取締役会評価会議を設置し、取締役
会の実効性について各取締役の自己評価なども参考にしつつ、原則として年1回取締役会評価会議を開催し、取
締役会の監督機能の発揮、議論の状況、体制や運営方法等の分析・評価を行っています。

取締役・監査役のトレーニング
新任者をはじめとする取締役・監査役は、企業統治を担う機関の一員として期待される役割・責務を適切に果たす
ため、その役割・責務に係る理解を深めるとともに、必要な知識の習得や適切な更新などの研鑽に努めることが必
要です。社外取締役・社外監査役を含む取締役・監査役に対し、就任の際、会社の事業・財務・組織などに関する必
要な知識や、求められる役割と責務（法的責任を含む）の理解促進を図るための説明を行っています。就任後にお
いても、これらの情報を継続的に更新する機会として役員研修会、情報連絡会などを実施しています。
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監査体制

＜客観性を担保した、独立した監査体制＞
当社は、社長直轄の監査部門を独立した組織として設置し、当社およびグループ会社に対し内部監査を実施して
います。内部監査では、会社の制度・組織・諸規程が適切に整備されているか、すべての業務が法令、社内諸規程
等に適合して行われているか、業務プロセスおよびリスクマネジメントが適切かつ合理的に機能しているかなどを
検証し、改善提案・助言を行っています。当社グループの事業が拡大する中で、リスクプロファイルも多様化・複雑
化しており、リスクベースのアプローチで有効な内部監査の実施を指向しています。また、出資・買収等による新た
な連結子会社に対しては適時・適切に監査を実施しています。こうした監査活動により、当社およびグループ会社
のリスクマネジメントの高度化、企業価値向上を図っています。内部監査の年度計画は社長（経営会議）の承認を
経て取締役会に報告しており、実施結果は社長（経営会議）および取締役会に報告しています。

＜グループ会社の監査体制＞
国内主要グループ会社および海外主要グループ
会社であるACG、CSIについては、独自の監査部
門が整備され、各社の監査部門が監査を実施して
います。監査計画・監査結果は当社監査部門に報
告され、必要に応じて指導・支援を行っています。
監査機能を有していない子会社については、当社
監査部門による直接監査を実施しています。

<監査の基本方針>
当社の成長に向けたチャレンジを支える第3 
ライン～「頼りになる監査部門」を目指して～
①「隠れたリスク」「見えないリスク」をあぶり出し、業務改善・不正防止に貢献する。
②変化に対する感度とフォワードルッキングの視点を持って、有効な改善提案・助言を行う。
③当社グループ全体の監査体制強化に向けて、グループ会社の支援および連携を推進する。
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リスクマネジメント

方針

当社グループのリスクマネジメントに関しては、「リスク管理の基本方針」を定め、当該基本方針に則り、当社が総
合リスク管理を行うにあたっての管理規程として「総合リスク管理規程」をはじめとする各種のリスク管理に対応
する個別規定を制定し、マネジメントを実施しています。
具体的なリスクマネジメント手法としては、連結ベースでのERM（Enterprise Risk Management）とMIS

（Management Information System）による可視的なリスクマネジメントの強化、非財務リスクの管理、およ
び国内外での包括的なグループガバナンスの高度化を図っています。

マネジメント

＜連結べースでの総合リスクマネジメント（ERM）＞
当社グループのERMは、連結定量的リスク管理による「資本利用率のガイドライン運営」を核に展開しています。資
本利用率は、金融機関格付においても重要な判断基準の一つである「リスク耐久力」の評価に使用されています。
したがって当社も、一定の資本吸収バッファー内にリスク量を収めるよう、資本利用率のガイドライン運営を行っ
てきました。事業領域が拡大している状況では、投資家を中心に資本量とリスク量の関係性に注目が集まることか
らも、資本利用率は、当社の成長持続性やさらなる投資余力の有無を客観的に判断する基準として重要な指標と
なっています。　
資本利用率の水準については、当社が金融機関のような規制業種ではないことから、あくまでもガイドラインとして
運営しています。事業運営においては、M&Aなど、その時々の「商機」を逃さないことも重要なリスクマネジメント上
の判断となります。会社の健全性を静的に捉えるのではなく、3年程度の中期におけるリスク量の増加水準と利益成
長によるオーガニックな自己資本比率の積み上がり見込みや資本政策の許容度なども考慮することとしています。 

「中期経営計画2027」では、ERMによる経営資源の効率的配分を目指したリスクコントロールフレームワークの構
築を施策として掲げています。2024年度には、リスクプロファイルの上位を占める特定リスクカテゴリー（航空機、
投資、不動産）に対して、リスク量ガイドライン（ソフトリミット）を正式に導入するなど、事業ポートフォリオのリスク分
散を含むポートフォリオ・トランスフォーメーション（PX）を進めています。　　　　
当社グループでは、リスクマネジメントのミッションを、取るべきリスクに果敢に挑み、価値創出と成長を支えることと
捉えています。今後も適正ガイドライン水準に資本利用率をコントロールしつつ、事業領域の拡大や環境変化に合わ
せて枠組みのレベルアップを図り、サステナブルな企業価値向上に努めます。

＜経営レベルでの可視的なリスク情報管理（MIS）＞
当社グループは連結ベースのリスク計量および資本利用率のコントロールに加え、MISを行っています。これは、
信用リスク管理委員会と総合リスク管理委員会が中心となり、複数の項目で定期的にリスク情報をモニタリング※

し、経営会議と取締役会に報告するものです。
グローバルでは、投資規模や資産規模が大きい米国の専門リース子会社である、Aviation Capital Group

（ACG）とCSI Leasing（CSI）に特に配慮しています。ACGは「リスクアペタイトフレームワーク」を導入し、「許容
するリスク（例：航空機アセットリスク）」と「回避（軽減・移転）すべきリスク（例：金利・流動性・為替リスクなど）」を明
確化するなど、独自の管理手法を取り入れレジリエント企業の典型として効果を上げています。さらにACGでは、
カントリーやエアラインごとの集中リスク分散と、案件特性に応じた適正リスク・リターンの確保を骨子とする「新
たなリスクフレームワーク」を構築し、個別案件ベースで運用をしています。

※ 当社の各会議体におけるモニタリング状況については、「主なリスクと管理態勢」（62ページ）をご参照
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マネジメント

＜非財務リスク（非定量）＞
事業領域の拡大、特に金融から事業・サービスへの展開とともに、リスクの定量評価にはなじまない非財務のオ
ペレーショナルリスクが重要となっており、非財務情報のリスク指標（KRI）を定めてモニタリングし、取締役会等
に報告しています。具体的な指標の種類としては、人事、情報セキュリティ、事件・事故、コンプライアンス、気候変
動、法務・腐敗防止等がありますが、近年は「人権」、「気候変動リスク」の把握・管理が重要となっており、人事・労
務のスコープ拡大（単体から連結へ）、再生可能エネルギー、CO₂排出量、省燃費機材（航空機）・電動車の保有
比率等の環境関連指標の拡大に努めています。ステークホルダーの非財務リスクに対する関心は高まっており、
今後も「人権」「気候変動リスク」のほか、サステナビリティの観点からESG／SDGｓに関する有効な指標の拡充
を図っていきます。

＜環境・気候変動リスク＞
当社グループは、気候変動への対応を重要な課題として認識しており、「気候関連財務情報開示タスクフォース
(TCFD)」の提言に賛同し、TCFD提言に準拠したシナリオ分析の実施と情報開示を開始するなど、気候変動への
対応を進めています。

リスク重要度評価によるシナリオ分析の実施
当社グループは、五つの事業分野を有していることから、シナリオ分析の対象事業を選定するに当たっては、イン
ダストリー別の気候変動リスクによる環境影響評価とGHG排出量・資産残高等の当社事業分野間での相対比較
により、リスク重要度評価を実施しています。これまで、環境・エネルギー事業（太陽光発電事業）、航空機事業（航
空機リース事業）、およびオートモビリティ事業（法人・個人向けオートリース事業）を対象にシナリオ分析を行いま
した。今後もリスク重要度評価に応じて、シナリオ分析対象事業の拡大と分析精度の向上を通じて、リスクの対応
策と機会の獲得について検討を深めていきます。

※ シナリオ分析の対象事業の詳細は、「気候変動戦略　気候変動リスクと機会」（32ページ）をご参照
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主なリスクと
管理態勢

リスクヒートマップ

主なリスクと管理態勢

「リスク管理の基本方針」および「総合
リスク管理規程」に定めるリスクカテゴ
リーについて、当社グループの業務内
容の年次経年変化を評価し、影響度と
発生頻度とのマトリックスによってマッ
ピングしたものです。リスク監査におけ
るリスクシナリオの動向や、各リスク項
目のリスク量、取り組み案件や事件・事
故などさまざまな要素を総合的に勘案
して毎年見直しています。2023年度よ
り取締役会などに報告を開始するなど、
関係者とリスク認識の共有・見える化を
進めています。
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投資マネジメント
フレームワーク

当社では、投資資産ポートフォリオの最適化に資する投資ガバナンスの確立を目的として、投資採択および撤退に
係る基準の明確化、統一的モニタリングプロセスの構築等を主眼とした投資管理の枠組みを運用しています。
この枠組みにおいては、案件の採択検討時に、将来キャッシュフローをリスクに対応した資本コストで割り引いた
現在価値が投資額を上回っているか、事業領域が事業ポートフォリオ戦略と整合しているか、撤退を判断すべき 
トリガーが適切に設定されているかを確認した後、投資マネジメント委員会を開催し、リスク量や法務リスク、 
税務対応などについて専門部による多角的な評価を実施します。案件採択の可否は、委員会の評価などを参考と
して、経営会議の審議により総合的に判断します。
投資実行後は統一されたプロセスに基づく年次モニタリングを行い、対象となる全案件について資本コスト控除
後利益率を一覧にまとめるとともに、共通撤退基準・個別撤退項目（撤退基準）への抵触の有無を確認します。投
資マネジメント委員会は、これらの評価結果を年次モニタリング結果報告として取りまとめ、経営会議および取締
役会に提出します。
年次モニタリングにおいて撤退基準に抵触したと判断された案件については、投資マネジメント委員会が経営会
議に対し撤退勧奨を行います。営業部店が撤退基準抵触後も案件を継続して保有しようとする場合、投資マネジ
メント委員会において継続の妥当性について評価を実施し、最終的な継続の可否は、委員会での評価等を参考と
して、経営会議の審議により総合的に判断します。

事業分野別
ROICモニタリング

事業やリスク特性を反映した事業分野別のリスク・リターン指標（資本コストベース）として、ROICスプレッド（投
下資本利益率（ROIC）–加重平均資本コスト（WACC））の定期的なモニタリングを行っています。各事業分野の
リスクと収益のバランスが妥当であるか、取るべきリスクに果敢に挑み、価値創出と成長ができているか、時系列
でのモニタリングを行い、資本コストを意識した経営と健全な財務規律の維持に努めていきます。「中期経営計画
2027」では、資本コストを意識したリスク・リターンの経営管理の推進を施策として掲げており、事業分野別ROIC
スプレッド管理の見直しや業績評価・ポートフォリオ配分への落とし込みなど高度化に取り組んでいます。
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コンプライアンス

コンプライアンス

マネジメント

コンプライアンス
体制

当社グループは、企業が存続していくためにはコンプライアンスの徹底が必要不可欠であるとの認識のもと、す
べての役職員が公正で高い倫理観に基づいて行動し、広く社会から信頼される経営体制の確立に努めています。
具体的には、当社社長を当社グループのコンプライアンス最高責任者とし、社長の任命したチーフ・コンプライア
ンス・オフィサー(CCO)の監督下において、コンプライアンス室がコンプライアンス・プログラムに則して、人権問
題や贈賄等の腐敗防止を含むグループ全体のコンプライアンスの施策推進、教育、総括に関する役割を担う体制
を敷いています。当社組織の各部店長はコンプライアンス・オフィサー(CO)を務め、自部店におけるコンプライア
ンス推進の責任を負い、コンプライアンス室と連携し、コンプライアンス事案に関する対応、研修等を実施します。
当社連結グループ会社については、各社の社長またはこれに準じる役員をコンプライアンス責任者とし、CCOの
指示、指導・助言により自社のコンプライアンス体制の構築・維持・管理を統括します。
連結対象外のグループ会社に対しても、コンプライアンス室より適宜コンプライアンス体制の管理や推進に関す
る指導・助言等を行っています。
当社グループのコンプライアンス体制・運用状況および違反の特定状況は、半年ごとに経営会議および取締役会
に報告し、有効性を含めてレビューを受け、その結果をもとにコンプライアンス推進策を策定し、実行するものとし
ています。
また、役職員にコンプライアンスの順守を徹底させるため、年に一度、コンプライアンス誓約書の提出を義務付け
ています。
2023年度において、人権の侵害事案を含め公表すべき重大なコンプライアンス違反は発生しておりません。

コンプライアンス
ハンドブック

当社グループは、コンプライアンスの基本事項を示した「コンプライア
ンスハンドブック」を作成し、社内ポータルサイトに常時掲出していま
す。テーマとして経営理念、企業行動規範、コンプライアンス関連の
社内規則や人権尊重、ハラスメント禁止、インサイダー取引防止、腐
敗防止などを解説し、全ての役職員がいつでも確認、振り返りするこ
とで、コンプライアンスへの理解を深め、認識の共有を図っています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
また、海外現地法人向けの英文版「コンプライアンスハンドブック」も作
成し、海外においてもコンプライアンスマインドの向上に努めています。
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コンプライアンス
教育

当社グループは、リスクの早期発見と解決、組織の自浄作用向上、コンプライアンス経営の強化を目的に、コンプ
ライアンス違反行為などを知った役職員が上席者を介することなく、直接連絡できる内部通報制度(社内名称「相
談・通報制度」)を運用しています。

1. 内部通報制度の概要
内部通報制度の利用対象者は、当社の国内外グループ会社で働く全ての役職員(取締役、執行役員、社員、嘱託、
派遣社員、出向者、パートタイマー、アルバイト等)およびその退職後1年以内の退職者等です。
通報窓口として、社内にはコンプライアンス室、社外には当分野に精通した顧問弁護士事務所を設け、加えて独立性を確
保するための常勤監査役の3ルートを用意し、通報者が事案の内容を問わずいずれかを選んで利用することができます。
通報窓口の連絡先は、社内イントラネット、「コンプライアンスハンドブック」に掲載し、メール、電話、口頭、書面な
ど、どのような方法でも受け付け、匿名での利用も可能とし、言語は、日本語と英語に対応しています。

通報対象の事案は、公正な競争を妨げる独占禁止法違反や贈賄等の腐敗行為、投資者等の利益を損なう金融商品取
引法違反、ハラスメント行為、人権侵害をはじめ、業務に関するあらゆる法令への違反、企業倫理や社内ルールに反す
る不適切な行為など幅広く扱っています。 さらに、コンプライアンス違反、コンプライアンス違反懸念を認識した場合
のみならず、業務遂行上でコンプライアンスに関し疑問を抱いたときにも、相談することができる制度としています。

通報者の保護は厳格に行い、会社による通報者への懲戒処分、報復などの不利益な取扱いを禁止し、通報者の匿名性
の確保と通報に係る秘密保持を徹底しています。また、通報対応の業務に携わる者は、公益通報者保護法に定める公益
通報対応業務従事者に指定し、同法により公益通報者を特定・認識させる事項の永続的な守秘義務が課されています。

2.内部通報事案への対応
通報を受け付けた事案は、通報者の意向も尊重しつつチーフ・コンプライアンス・オフィサー（CCO）と対応方針を協議し、
調査の必要性を判断したものについては速やかに事実関係の調査を行います。なお、通報者に対しては調査を行う旨、ま
たは行わない旨とその理由は、匿名による通報を除き、速やか(遅くとも20日以内)に通知することと定めています。
その際、調査関係者および調査対象者には守秘義務を課し、調査対象者に対しては、通報者本人と同様、調査へ
の協力を理由とした不利益な取扱いを禁止しています。

調査の状況は適時CCOに報告し、顧問弁護士の助言も得ながらコンプライアンス違反が明らかになった場合に
は、その是正と損失拡大の防止を図るとともに、再発防止策などの必要な措置を、当該事案が人権等の侵害に係
るものであれば救済措置を講じます。
重大なコンプライアンス違反に関しては、東京センチュリーグループコンプライアンス最高責任者(当社社長)と監
査役にも報告します。

コンプライアンス
研修

内部通報制度

実施回数※1

単位

回

2021年度

9

2022年度

9

2023年度

9

※1 東京センチュリー本社が運営する研修およびeラーニング（部店およびグループ会社が運営するものを除く）
※2 上記eラーニングの延べ受講人数

ｅラーニング受講人数※2 人 4,532 4,751 5,675

当社グループでは、コンプライアンスマインドの徹底を図るため、階層別研修や全役職員（嘱託社員・派遣社員を
含む）を対象としたeラーニングによる研修、コンプライアンス情報を教材としたコンプライアンス・オフィサー（部
店長）による部店内研修などを通じ、計画的かつ継続的にコンプライアンス教育を行っています。このほかにコン
プライアンスに係る活動としてコンプライアンス関連情報の発信、コンプライアンス意識調査に加えグループ横
断的な情報交換会の開催などを行っています。

※ コンプライアンス教育（階層別・内容）の詳細は、Webサイトをご参照
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/esg/governance/compliance.html#anc_compliance-education
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内部通報制度

3. 内部通報窓口の受付状況
内部通報窓口で受け付けた事案種別は、「ルール違反」「ハラスメント」「職場環境等」「その他」に大別され、国内・
国外のグループ会社からの通報を含めた件数が以下のとおり推移し、2023年度は合計10件です。
いずれの種別の事案とも、内容に応じた適正な是正措置を講じています。

※ 詳細はWebサイトご参照
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/esg/governance/compliance.html#anc_whistleblower

内部通報件数（連結ベース）

単位

件数

4. 内部通報制度の見直し・利用促進
内部通報制度の利用実態および個別事案への対応状況は、半年毎に経営会議、取締役会に報告するほか、顧問
弁護士により定期的にチェック、評価を受け、必要に応じ改善策を図っています。
全役職員に対しては、コンプライアンス・アンケート(年１回)を通じた通報窓口の利用意識調査やｅラーニング(年2回)によ
る内部通報制度の目的・意義の啓発、各種研修テーマで制度解説の採り上げなどを行い、利用促進にも努めています。

ルール違反

ハラスメント

職場環境等

その他

2021年度

16

1

6

3

6

2023年度

10

0

8

2

0

2022年度

17

0

8

9

0



マネー・ローンダリング
防止に向けた取り組み

当社は、「企業行動規範」および「私たちの行動指針」に則り、マネー･ローンダリングおよびテロ資金供与ならびに
拡散金融（以下、「マネー･ローンダリング等」）対策の重要性を認識し、当社グループ自身、当社グループの顧客お
よび役職員等が、マネー･ローンダリング等に関与すること、また巻き込まれることの防止に努めます。

このため、当社グループは、国際連合やFATF（Financial Action Task Force on Money Laundering：金融活
動作業部会）等の国際機関の要請、本邦の法令による要請、およびOFAC（Office of Foreign Assets Control：
米国財務省外国資産管理室）規制を含む関係各国の法令による要請等に基づき、マネー・ローンダリング等に関す
る規制違反を防止するとともに、マネー･ローンダリング等対策の強化に継続的に取り組んでまいります。

具体的な内部管理態勢の整備および運営については、「マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策規程」に
定めています。

1. マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与防止態勢の整備
当社は、マネー・ローンダリング等対策を経営上の重要課題と位置付け、実効的な管理態勢を構築し、かつ維持
します。

2. 経営陣の関与
当社の経営陣は、マネー・ローンダリング等防止に主導的に関与し取り組みます。

3. マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与に係るリスクの特定、評価、低減
当社は、リスクベース・アプローチの考え方に則り、当社におけるマネー・ローンダリング等に関するリスクにつ
いて検証してリスクを特定し、特定したリスクを評価し、その結果に基づき適切な措置を講じることでリスクの
低減を図ります。

4. 顧客確認等
当社は、社会の安全確保と健全な経済活動の実現に寄与するため、組織的な犯罪行為を助長するマネー・ロー
ンダリング等の防止、反社会的勢力との関係遮断を目的に、データベース等を活用し、取引開始前のフィル
タリングならびに取引時確認の実施と、契約途上におけるモニタリング等のルールを定め、適時・適切なKYC

（Know Your Customer）の措置を行います。
5. 疑わしい取引の届出

当社は、取引時確認、取引モニタリングおよび営業部門等からの報告等により、疑わしい取引を検知したとき
は、当局に対し速やかに届出ます。

6. 役職員の研修
役職員がマネー・ローンダリング等防止に関する知識・理解を深め、常に適切な対応を取れるよう、継続的に研
修を実施します。

7. 遵守状況の監査
マネー・ローンダリング等防止に対する適切な運営を確保するため、定期的に内部監査を行い、社内態勢の改
善に努めます。
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マネー・ローンダリング防止
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腐敗防止

腐敗防止への
取り組み

東京センチュリーグループは、事業活動のいかなる場合においても、公平で公正かつ透明性のある取引を行うも
のとし、腐敗防止に取り組んでいます。

1. 腐敗行為の防止への取り組み
当社グループは、マネー・ローンダリングやテロ資金供与ならびに拡散金融の防止、反社会的勢力との関係遮
断、ならびにインサイダー取引の禁止、カルテル・入札談合等の独占禁止法および諸外国の競争法等の遵守等
について、コンプライアンスの遵守と腐敗防止の徹底に努めます。

2. 贈収賄の禁止
関連ルール等で許容される場合を除き、国内外の公務員等(※)には、直接または、代理店やコンサルタント等の
第三者を介し、便宜供与を期待する意図、便宜供与への謝礼の意図、営業上の不正な利益を得る意図での接待
や金品等の提供による贈賄や不正・不当な利益の受領またはその要求や約束等の行為を禁じています。
（※）公務員、みなし公務員、外国公務員等、特殊会社役職員等

特に国際事業においては、外国公務員等との接待・贈答に関し、日本および現地の法規制遵守を徹底し、慎重
かつ適切に行動することとしています。

（１）公務員等との接待・贈答に関わる留意点
①趣旨・目的が正当であり、便宜供与を期待する意図、あるいは便宜供与に対する謝礼の意図ではないこと
②費用等が通常の社会的儀礼（常識）の範囲内であること
③会合の場所や費用の処理等について公然性・明朗性が確保されること
④接待・贈答の相手先において、法令に加えて、内規（社内ルール）に抵触していないことを相手先へ確認する
⑤相手先が外国公務員等の場合は、上記①～④に加えて、「営業上の不正の利益を得るため」のものでない

ことが明確であり、費用は、当該外国公務員等が属する国の習慣上、社会通念上許される範囲内である
こと

（２）社会的良識に反する接待等の禁止
特定の取引先、特定関係者との多頻度な接待・贈答等や、社会通念、業界慣行等に照らし高額なものは留
意・忌避する。

3. 体制および対応
腐敗行為の防止に関する法令諸規則や社内規程への違反あるいは違反の可能性のある行為について、報告又
は内部通報を行った役職員に不利益が生じないよう通報者保護の徹底を図っています。

4. 教育・研修
これら腐敗防止への取り組みは、日本語版・英語版の「コンプライアンスハンドブック」に明示するとともに、e
ラーニングをはじめとした社内研修でも随時採り上げるなど、当社グループ役職員に徹底しています。
当社グループ海外現地法人の役職員向けには、日本語版・英語版の「公務員等に対する接待等のガイドライン」
を制定し、留意するべき事項を採り上げ周知しています。

5. 報告
経営会議および取締役会に対しても、当社グループのコンプライアンス体制・運用状況の一環として取り組み
状況を報告し、レビューを受けています。
2023年度において、腐敗に関連して当社グループに科された罰金等はありませんでした。また、腐敗に関わる
行為により処分・解雇をした役職員はおりません。

政治資金の対応

当社グループは、事業活動を行う国や地域の文化、慣習を尊重のうえ、グローバル視点による透明性の高い真摯
な行動を実践し、全ての法令およびルールの順守と、社会規範に則った健全かつ公正な企業活動を行うことを企
業行動規範で定めております。
政治資金への対応に関しては、政党および政治資金団体、その他の政治団体、公職の候補者（政治家等）への寄
附行為を禁止しています。
従いまして、毎年、政治資金の寄附の実績はありません。
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情報セキュリティ

ISO27001の
認証取得について

当社グループでは、お取引先に関わる情報資産および当社グループの情報資産を不正アクセス・紛失・漏えい・
改ざん、破壊等の脅威から保護することを目的に、情報セキュリティマネジメントシステムの国際規格であるISO/
IEC27001の認証を取得し、情報資産の適切な保護と管理に全社的に取り組んでいます。今後も、社会から信頼
される企業を目指し、ISO/IEC27001のより一層の定着化と継続的な改善を図り、情報セキュリティの確保に努
めます。

（認証機関：BSIグループジャパン株式会社）

＜ISO27001認証取得範囲＞
東京センチュリーおよびグループ会社における以下事業所で認証を取得しています。
■ 東京センチュリー株式会社（本社、秋葉原UDX、常盤橋タワー）
■ EPC Japan株式会社

また、連結子会社である以下の1社については、個別に認証を取得しています。
■ FLCS株式会社（全事業所）

情報セキュリティ
基本方針

東京センチュリーグループは、お取引先に関わる情報資産および当社グループの情報資産を様々なセキュリティ
上の脅威から保護するため、この方針および関連規程・規則を定め、以下の取り組みを行ってまいります。

１．情報資産の保護
事業活動に関わる全ての情報資産を保護の対象とします。特に、お取引先に関わる情報および当社グループ
の機密情報等を最重要情報と位置づけ、不正アクセス、紛失、漏えい、改ざん、破壊の脅威から保護するため、
必要かつ適切な対策を講じます。

２．情報セキュリティ管理体制
情報セキュリティに関する審議機関として情報セキュリティ委員会、諸施策の実施責任者として情報セキュリティ
総括責任者を設置し、情報セキュリティに対する役割および責任を明確にし、全社的活動として取り組みます。

３．情報セキュリティ教育
役職員等に対する情報セキュリティに関わる教育・研修を継続的に実施し、情報セキュリティ意識の維持・向上
に努めます。

４．事件・事故の対応
情報セキュリティ事件・事故の予防に努めるとともに、万一、事件・事故の発生時には、速やかに再発防止策を含
む適切な対策を講じます。

５．法令等の順守
情報セキュリティに関連する法令、規制および契約上のセキュリティ要求事項を順守します。

６．継続的改善への取り組み
適正なリスクアセスメントに基づいて情報資産のセキュリティリスクを評価し、効果的なセキュリティ対策を推進
します。また、経営環境の変化、情報技術の進展等に応じて、方針や規程、対策を定期的に見直し、継続的改善
に努めます。
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情報セキュリティ
への取り組み

当社グループでは、情報セキュリティを経営にかかわる重大な課題と認識しています。そのため情報セキュリティ
マネジメントシステムの国際規格であるISO27001を取得し、情報セキュリティ委員会を中心に情報管理に関す
る規程類の整備、定期的なリスクアセスメントの実施によるリスクへの対策、役職員向けの情報セキュリティ研修
などを実施しています。
サイバーセキュリティについては、それを専門とする「TC-CSIRT」をシステム部門内に設置し、セキュリティ監視、ク
ラウドサービスのセキュリティ評価、役職員への啓発活動等を通じてインシデントの予防や再発防止に努めていま
す。サイバー攻撃は日々高度化・巧妙化するため、日本シーサート協議会への加盟による外部との情報共有および
実践を想定した演習への参加等によりインシデントへの対応力強化を図っています。また、2023年度から、主要
株主が運用するサイバーセキュリティフレームワークに参加しアセスメントや実践的演習を連携して行うなど、サ
イバーセキュリティ対策の強化を図っています。
事業のグローバル展開によりさまざまな文化・法制度のもとでの個人情報保護、情報セキュリティ対策強化が課題
になると認識しています。グローバル・セキュリティ・ガバナンス強化のため、海外現地法人へのアセスメントを通じ
た課題抽出やその対応を行っています。また、外部委託先管理の強化、情報セキュリティに関する情報提供および
定期的な連絡会の開催などにより、グループ会社との連携強化を図っています。
そのほかに、当社および国内外グループ会社を対象に日本語、外国語によるメール攻撃を想定した訓練を毎年複
数回実施しており、役職員の情報セキュリティ意識をブラッシュアップする手段として有効に機能しています。

個人情報保護

個人情報保護の
取り組み

当社は、個人番号および特定個人情報（以下、総称して「特定個人情報等」という）を含む個人情報の保護を重要
な社会的責務であると認識し、個人情報保護方針に基づいて、個人情報を適切に取り扱っています。
また、お客さまおよび株主さまの個人情報は、その利用目的を定め適切に取り扱っています。

＜個人情報保護方針＞
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/esg/governance/personal-information.html#anc_privacy

＜お客さまの個人情報の取り扱いについて＞
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainabil ity/esg/governance/personal-information.html#anc_
privacy-customer

＜株主さまの個人情報の取り扱いについて＞
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainabil ity/esg/governance/personal-information.html#anc_
privacy-shareholder

https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/esg/governance/personal-information.html#anc_privacy-customer
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/esg/governance/personal-information.html#anc_privacy-customer
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/esg/governance/personal-information.html#anc_privacy-shareholder
https://www.tokyocentury.co.jp/jp/sustainability/esg/governance/personal-information.html#anc_privacy-shareholder

